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ライフサイクルアセスメント (LCA : Life Cycle Assessment) は， 製品の一生を通して環境に与える

負荷を分析， 評価し， 環境負荷の低減に向けて改善するだめの手法である。 LCA は現在のところ発展段階にあり

多くの課題を抱えているが， その重要性については認識されつつある。

われわれは， 環境負荷項目の中の大気汚染物質であるCO2, SO、, NOXの排出量を簡易に算出できる手法を開

発して， 製品に適用しだ。 洗濯機では使用段階での水， 洗剤の削減， カラーテレピではプラウン管のリサイクル

が環境負荷低減に効果がある。

Life cycle assessment (LCA) is a technique for assessing the environmental aspects associated with a product throughout 
its life cycle. However, LCA itself is still under development and has many problems. 

We have studied a conventional LCA methodology for evaluating emissions into the air of gases such as co,, NO,, and so,. 
This paper describes the results of applying this methodology to a washing machine and a color television set. 

闘まえがき

地球環境問題への社会的な高まりにより， 工場での生旅

活動の環境への配1．蔀だけではなく， 製品についても環境へ

の負荷低減が求められている。

LCAは， 製品のライフサ イ ク ル（原料採lI又 一 製造 一 流

通 ー 使｝li-1伐棄／リサイクル）を通じて環境負荷を把憫・評

価するものである。 部分的なよしあしではなく、 製品生涯

での総合（l勺評価であること、 大気汚染や森源効皐廃棄物

批などの負荷を定批的に把拙して科学的あるいは合理的に

しようとすることに特徴がある。

LCAが社会的に注目されだしたのは， ここ数年のことで，

評価手法自体はIJrl発途上にある。 また， 一日に製品生漉と

いっても製品は数百、 数万の工程を経てできてくるもので，

その負荷を梢み上げて把握するのは容易ではない。 国公立

研究所や工業界での努力が実り， 手法や統一されたデータ

ベースが整備されるまでにはしばら く時間を要する。

このような基本的l!！J題を抱えているにもかかわらず， 多

くの企業でLCAの検討を進めている背散には， ISO （国際

標準機構） でLCAの標準化が検討されており、 今後の製品

に はLCAによる評価が必須（す）になるとみていることが挙

げられる。

当社では， 地球温暖化の要因とされる CO2 およぴ酸性雨

の起源となる SO" NOxの排廿 ',iitを製品生漉にわたり簡i易に

把据する方法を1Jfl発し， 家屯製{,hやOA製品に適mした。

ここではその鉢出方法 と、 洗濯機とカラーテレビヘの適！l］

結果および課題 について述べる。

16 

国 CO2, SO、x. NOxの算出方法

購入材料の負荷および製品製造段階で投入される屯力，

水， ガス， 石油製品なら ぴに使JTI段階で消骰される地力，

水， 洗剤から 排出される CO2 , SOx . NO,の'f;l:出には平成2

年 (1990年）産業述IYJ表 (187 統合分類）（1）を川いた。 殺業地

閃表はi'ff.業と｝産業との出荷領統計である。 これらを逆にた

どっていくと部品・材料やエネルギーを生脱するために投

入される化石燃料に行き許く。 ここではその化石起源燃料

から CO2 , SO、, NOX が排出されるものとした (2)。 芍 I息した

燃料種は石炭， 石炭製品、 原油， 石油製品， 天然ガス． 都

鉄：回虹97.4%
飼．回収$36.4%
アルミニウム：回収率36.4%
ぼ回収卒513%
段ポール：回収幸60%
ガうス：回収幸10%

投入ェネルギー：じんあい戌菓
焼却処理
仄授出14.4%

排出エネルギー：樹指(PP)(J)枝累lt85.7%X(44/11)
はH(i氏）の戻素lt44.0%X(U/11)

図l. 廃棄 ・ リサイクルモデル Jit菓段11,1'の全体モデルを示す。
Configuration of waste process model for appliance 
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図3. 洗濯機のLCA結果 使川段階でのit荷が大きい。
Results of LCA for washing machine 

なお， 当社ではさらに節水したタイプ の洗湘機 (AW-

60X8P)を1995年11月に発光している。
4.2 カラーテレビ
32型(32W30ME)のワイド型カラーテレピを対象にして

即1'，した。 こん包材を含めた製t'n'r質机は約60 kgで、 このう
ち51％をプラウン↑豹； が占め， 各排出批の比玲iも約30％に
なる。 そこで，1Wiの大きいプラウン↑，i；のガラスのリサイ
クル効果をシミュレー ションした（図4)。 前提条件として，
ガラス以外は現状 のリサイクル率のままとし、 廃棄状況は
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図4. プラウン管のリサイクルによる負荷削減効果 SOx , NO,．の
l'il]減効果が哨しい。
Emission gas reductions resulting from glass recycling 

前にモデル化した処分比率をIllいた（現状はl|9|lil処理後はす
ペて｝l|！り処Jll！としている）。 プラウン竹のリサイクル叶·iを変
えた場合には1Jii材料と）兌期のiu:Iが低減される。 特にSO.` ｀
NOxの効果 が大きく，100％リサイクルした場合には現状に
比べて、 おのおの45 %, 33％削減できる。

今後は， 他の材料のリサイクル1(（移を加味したリサイク
ルの効果について分析していく。

国ぁとがき

LCAは， 製品のライフサイクル全体の現境負荷屈を定批
的、 科学的， 吝観的に評価する手法である。 このためには
科学的， 数批的に測定された環境負荷データが必要となる。
しかし， 現実には “データの質

＂ の問題や “データ収集＂

の困難性あるいは “環境への影評＂ をどのよ うに評価する
かなど多くの課題がある。 一般的に実施されているLCAは、
その一つのステップであるインベントリー(LCI) の段階に
俯まっている。 次のステップとなる環境へのインパクト分
析を含むLCAを実施するには一企業だけでは限界がある。
しかしながらグリ ー ン調逹やエコラベルなど現境に調利lし
た製品l}tl発への要求はますます強まっており． 社内／外の
役割l範阻と廂業liil の分担を明確にしてデータベースの構築

を図る必要がある。 当社としても， データの裕積により製
品開発の指標として允尖させていく。
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